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ＣＴＢＴＯで働くこととは

名前 香川美治

肩書 事務局長特別補佐官

人類の悲願である核兵器廃絶のための重要なステップとし
て、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）は地中、水中、大気
圏内のあらゆる環境（＝包括的）で行われる核兵器の実験的
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圏内のあらゆる環境（＝包括的）で行われる核兵器の実験的
爆発（＝核実験）を禁止する条約です。条約発効の準備をし
ているＣＴＢＴ機関準備委員会では、暫定技術事務局を中心
として、全地球を２４時間監視するための地震、水中音波、
微気圧振動及び放射性核種の各監視観測所網、広域通信網、
観測データの管理と解析そして最後の決め手となる現地査察
の体制と実施手順書等の整備を進めています。現在、全体の
約８割に当たる２７０カ所余の観測網が完成しています。こ
れらが集める地震波等の波形データやセシウム等の放射性核
種データの有効性と民間目的への応用の可能性は２０１１年
３月１１日の東日本大震災及び福島第一原発事故でも実証さ
れています。
核実験の監視・検証には波形解析や地震学、放射化学等の

分野での高度な専門知識・技能が求められます。当機関には
関連分野で著名な研究機関などに勤務経験を持つ博士号、修
士号取得者が多数勤務し、世界各国の研究者・技術者と交流
を持ちながら体制整備に携わっています。広島・長崎の過ち
を繰り返さないためにも、多くの日本人の科学者、技術者が
各部門での専門職員と働いてくださることを期待しています。



ＣＴＢＴＯとは
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 ＣＴＢＴＯについて

 役割と機能：

包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）は、いかなる場所において
も核爆発実験を行うことを禁止する条約です。１９９４年１月、
ジュネーブ軍縮会議において交渉が開始され、１９９６年９月、
署名のために開放されました。しかし、ＣＴＢＴ発効には発効要
件国４４か国すべてによる批准が必要とされることから、現在に
至るまで未発効です。

本来であれば条約が発効すると包括的核実験禁止条約機関（Ｃ本来であれば条約が発効すると包括的核実験禁止条約機関（Ｃ
ＴＢＴＯ）が設置されることとなりますが、条約発効までの間も
発効と同時に条約が機能するように、ＣＴＢＴの要である検証制
度構築等の準備を進めることを目的として、ＣＴＢＴＯ準備委員
会が１９９６年に設置されました。同準備委員会の事務局は暫定
技術事務局（ＰＴＳ）として活動しています。

 署名国数：１８２か国、批准国数：１５７か国（平成２４年３月
現在）

 職員数：２５２名（平成２３年１２月現在）

（局長職(Ｄ):５名、専門職(Ｐ):１６６名、一般職(Ｇ):８１名）

 所在地（勤務地）：オーストリア（ウィーン）

 主要な部局：行財政局、法務対外関係局、国際監視制度局、国際
データセンター局、現地査察局
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 日本とＣＴＢＴＯ

 加盟の意義：

核実験を全面的に禁止するＣＴＢＴは長年の日本国民の
悲願です。したがって、ＣＴＢＴ早期発効のための様々な
準備を行うＣＴＢＴＯ準備委員会に日本が加盟することは、
重要な意義があります。

 日本の重点分野：

日本は、総理及び大臣による二国間会談等での直接の働
きかけを始め、様々な機会を捉えて未署名・未批准の各国
への署名・批准を働きかけています。隔年で交互に開催さ
れる発効促進会議やフレンズ外相会合には大臣レベルで積
極的に参加してきています。また、人材育成を目的とした
グローバル地震観測研修についても１９９５年から毎年実
施してきています。

日本は、ＣＴＢＴの検証制度が、核実験の探知という条
約の本来目的に加え、津波警報システムをはじめとする科
学・民生的利用にも有効である点も重視しています。

ＣＴＢＴＯにおける日本人職員数の推移

２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ 2012

Ｄ２ ０ ０ ０ ０ 0

Ｄ１ ０ ０ ０ ０ 0

Ｐ５ ３ ３ １ ２ 2

Ｐ４ ２ ２ ２ １ 1

Ｐ３ ０ ０ ０ ０ 0

Ｐ２ ０ １ １ １ 1

Ｐ１ ０ ０ ０ ０ 0

計 ５ ６ ４ ４ 4

各年１月１日現在



ＣＴＢＴＯの組織と業務
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 ＣＴＢＴＯで働く日本人

 行財政局上級予算計画官 比嘉伊作さん

Senior Budget and Planning Officerの主たる役割は、ＣＴＢＴＯの
年度計画と予算の作成、中期計画の作成及び予算執行管理です。特
に重要な予算と年度計画に関しては、暫定技術事務局内の各部局と
の調整と取りまとめ、ＣＴＢＴ機関準備委員会とその部機構である
作業部会Ａやアドバイザリーグループへのプレゼンテーション、必
要に応じて締約各国へのブリーフィングや調整も行います。各々の
考えが必ずしも一致するとは限らない中で、合意を得るためにまと
め上げることは大変ですが、それなりのやり甲斐も感じます。予算
執行管理も担っているため、それぞれの部署の予算担当官のみなら
ず、局長・課長とも密にコミュニケーションをとりながら、全体像
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のみならず、細部までも把握する必要が出てくる仕事なので、各部
署の活動や懸案事項がよく理解できるポジションであるといえます。

 国際データセンター局運用課地震専門官補
大塚理代さん

国際データセンター局運用課の主要業務は、国際データセンター
局にて世界に設置された核実験監視観測所の保守運用です。私のこ
こでの業務は、現在すでに運用開始されている観測所のうち、カナ
ダ、メキシコ、ペルー、チリ、コスタリカ、日本、チュニジア、
ルーマニア、イタリア、ギリシャ、チェコ、アイスランド、ウガン
ダ、南アフリカ、南極に設置されている地震観測所・微気圧振動観
測所・水中音波観測所の主担当官として、データ受信監視、データ
品質管理、観測システムの問題解決及び技術開発、観測点を支援し
ている加盟国への技術協力提供、及び観測所保守運用契約書の管理
になります。特に、観測所保守運用契約に関しては現地調査及び現
地観測点での技術改良、現地オペレータのトレーニングを含んでい
ます。



ＣＴＢＴＯで働くために

 応募の実例

 現地査察局機器専門官 田中純一さん

日本の大学院で理学博士(実験原子核物理)を取得、同大学で文部
教官(助手)として勤務。その後国際原子力機関(ＩＡＥＡ)保障措置
局に専門官として７年間勤務、核査察に用いる測定システムの開発、
保守、設置、現場での測定、測定データ解析等に従事。ＩＡＥＡ退
職後、ＣＴＢＴＯ・ＰＴＳ現地査察局機器課に採用されました。(２
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職後、ＣＴＢＴＯ・ＰＴＳ現地査察局機器課に採用されました。(２
００６年８月～２０１２年１月勤務)



 応募資格・求められる人材

 国際機関では、「語学力」「学位（修士号以上）」「専門性」があるこ
とが、応募の前提となっています。

 ＣＴＢＴＯの求める職員

 いずれの職種も関連分野での５年～７年以上の職務経験が必要

 ＣＴＢＴにおける核実験探知技術（地震波・水中音波・微気圧振
動・放射性核種）の観測、解析等の経験を有する専門家

 ＣＴＢＴ核実験探知技術を支える情報通信分野における専門家

 技術的知見を基に実際の作業計画を管理し、部局内外の調整におい
て中心的な役割を担うコーディネーター

 ＣＴＢＴＯ職員に求められる資質

 ＣＴＢＴ検証技術の基礎となる、地球物理学・核物理学・応用物理
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 ＣＴＢＴ検証技術の基礎となる、地球物理学・核物理学・応用物理
学・放射化学・原子力工学・電気工学・電子工学・コンピューター
工学等の分野での修士号以上の学位

 対外関係・調達等の職種においては、経営学・行政学・国際関係学
等の分野での修士号以上の学位

 高い語学力（基本的に英語）

 高いコミュニケーション能力

 募集の多い職種

 Software Engineer（ソフトウェアプログラマー・通信技術者等）

 Analyst（データ分析官）

 Operations Officer（観測施設の運用専門官）

 Maintenance Officer（観測施設の整備・保守専門官）

 Procurement Officer（調達専門官）

 ＣＴＢＴＯでは職員の任期は最長７年まで

（注）一定期間（通常１年間）、間をおけば再度応募可能



 応募方法

ＣＴＢＴＯで働くためには、以下の方法があります。

 空席公告への応募

職員の退職、転任、転出、あるいはポストの新設によってＰレベ
ルもしくはＤレベルのポストに欠員が生じた場合に国際的に公募さ
れます。応募したい空席ポストがあり、資格要件を満たしている場
合には、所定の応募用紙をホームページから入手し、記入の上、Ｃ
ＴＢＴＯに直接応募して下さい。

応募後、書面審査が行われ、応募者の専門性・勤務経験が、空席
ポストに合っているか否かが審査されますので、空席公告の職務内
容を十分に踏まえて応募用紙を作成する必要があります。
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ＣＴＢＴＯの空席公告の情報は、以下に掲載されています。

https://jobs.ctbto.org/ERecruitmentPublicWeb/intro.do

 ＪＰＯ派遣制度への応募

外務省では、将来的に国際機関で勤務する正規の職員を志望する
若手の日本人を対象に、派遣に係る経費を負担し、一定期間（原則
２年間）各国際機関へ職員として派遣し、国際機関の正規職員とな
るために必要な知識・経験を積む機会を提供する目的で、ＪＰＯ派
遣制度を実施しております。

ＪＰＯは派遣期間終了後、引き続き正規職員として派遣先機関や
ほかの国際機関に採用されることが期待されますが、自動的に国際
機関の正規職員になることが保証されるものではありません。派遣
期間終了後に正規職員となるためには、通常の手続きに従って空席
ポストに応募して採用される必要があります。



ＪＰＯとして派遣されるためには、外務省が実施しているＪＰＯ派
遣候補者選考試験に合格する必要があります。ＪＰＯ派遣候補者選考
試験は、通常年１回実施しています。募集要綱は、国際機関人事セン
ターのホームページに掲載されます。

＜応募資格＞

（１）３５歳以下（受験年の４月１日現在）であること。

（２）外務省として派遣可能な国際機関に関連する分野における大学
院修士課程を修了し（受験翌年の６月までに修了見込みを含む）、
当該分野に関連する職種において応募時点で２年以上の職務経験
を有すること。

（３）英語又は仏語のうち少なくとも一カ国語で職務遂行が可能であ
ること。
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ること。

（４）将来にわたり国際機関で働く意思を有すること。

（５）日本国籍を有すること。



 お問い合わせ先

 ＣＴＢＴＯに関する一般的なご照会

外務省 軍縮不拡散・科学部 軍備管理軍縮課

Tel: ０３－５５０１－８２２１

在ウィーン日本政府代表部

Tel:＋４３－１－２６－０６３

 空席情報などについてのご照会
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外務省国際機関人事センター http://www.mofa-irc.go.jp/

外務省国際機関人事センターでは、ホームページに国際機関の
採用に関する情報、応募書類の書き方や面接対策などの情報を掲
載しております。応募された場合には、国際機関人事センターま
でご連絡ください。

（平成２４年４月作成）


